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and Job Consciousness and Environment of Teachers(2)

-Analyzing the Determinants of Job Satisfaction, Employment Conditions Satisfaction, Pay Claims and Teacher
Types Regarding Job and Benefits Satisfaction using TALIS2018-

徳永 真直

1. ははじじめめにに

 前稿「教員の職務・待遇満足度と職務意識・環境の

関係をめぐる計量社会学研究（1）−OECD 国際教員

指導環境調査（TALIS）2018 を用いた給与満足度の

規定要因分析−」では、主に給与満足度の規定要因に

ついて階層的重回帰分析を通じて検討した。本稿で

は、職務満足度、雇用条件満足度、給与増額要求のそ

れぞれの規定要因、職務・待遇満足度をめぐる教員類

型やその規定要因について検討をしていく。なお、一

連の研究に関する問題の所在や先行研究の整理、研

究課題等については、前稿を参照されたい。

2. 職職務務満満足足度度、、雇雇用用条条件件満満足足度度、、給給与与増増額額要要求求のの

階階層層的的重重回回帰帰分分析析：：教教員員のの職職務務満満足足度度、、雇雇用用条条

件件満満足足度度、、給給与与増増額額要要求求のの規規定定要要因因

先述の通り、前稿では、給与満足度の相関分析と階

層的重回帰分析を通じて、その規定要因を検討した。

しかしながら、教職自体の満足度である職務満足度

や勤務時間等に対する雇用条件満足度は、給与満足

度とは異なる性質のものであることが当然考えられ

る。実際に、これらの満足度と給与増額要求の相関関

係を分析すると表 1 と表 2 の通りであり、一部に中

程度の相関関係はみられるものの、それぞれの満足

度等の間に違いがあることが想定される。その為、以

下では、職務満足度や雇用条件満足度、給与増額要求

についても、階層的重回帰分析を通じた規定要因の

検討を行うこととする。

表表 1 小小学学校校教教員員のの各各満満足足度度等等のの相相関関係係数数

表表 2 中中学学校校教教員員のの各各満満足足度度等等のの相相関関係係数数

（（1）） 相相関関分分析析

階層的重回帰分析を行うに先立ち、小学校教員、中

学校教員のそれぞれにおいて相関分析を行った結果、

表 3 の通りとなった。

小学校教員において、職業満足度は業務別労働時

間とは、ほとんど相関はなく、もっぱら属性やストレ

ス、指導実践等に相関があることがわかる。雇用条件

満足度は多くの業務別労働時間との間で相関係数が
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有意ではあるが、ほとんど相関がない程度のもので

あり、主に職務ストレスと弱い相関がある。給与増額

要求では、労働時間については授業時間など一部の

項目との正の相関が見られるものの、ほぼ相関がな

い程度であり、ストレスや指導における自己効力感

との間に弱い正の相関がみられた。中学校教員にお

いては、職務満足度は、業務別労働時間とは有意では

あるが、ほとんど相関がないといえる値であり、スト

レスとの間に弱い負の相関があり、反対に教職選択

の動機としての社会貢献の意識や同僚に対する認識

などとの間に弱い正の関係があることがわかる。雇

用条件満足度は、ほとんどの業務別労働時間と有意

ではあるが、ほとんど相関がない程度の値であり、職

務ストレスの項目との間には弱い相関がある。給与

増額要求については、職務ストレス、指導実践などの

項目との間に弱い正の相関があることがわかる。

表表 3 階階層層的的重重回回帰帰分分析析にに用用いいるる変変数数間間のの相相関関係係数数

（（2））職職務務満満足足度度のの階階層層的的重重回回帰帰分分析析

従属変数を職務満足度、独立変数を前稿の表 1 で

示した「属性」、「業務別労働時間」、「教職選択の動

機」、「職務ストレス」、「指導実践」、「勤務校や同僚に

対する認識」に含まれる 26 の変数として、強制投入

法を用いて分析した。階層的重回帰分析の結果は、表

4 の通りである。
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有意ではあるが、ほとんど相関がない程度のもので

あり、主に職務ストレスと弱い相関がある。給与増額

要求では、労働時間については授業時間など一部の

項目との正の相関が見られるものの、ほぼ相関がな

い程度であり、ストレスや指導における自己効力感

との間に弱い正の相関がみられた。中学校教員にお

いては、職務満足度は、業務別労働時間とは有意では

あるが、ほとんど相関がないといえる値であり、スト

レスとの間に弱い負の相関があり、反対に教職選択

の動機としての社会貢献の意識や同僚に対する認識

などとの間に弱い正の関係があることがわかる。雇

用条件満足度は、ほとんどの業務別労働時間と有意

ではあるが、ほとんど相関がない程度の値であり、職

務ストレスの項目との間には弱い相関がある。給与

増額要求については、職務ストレス、指導実践などの

項目との間に弱い正の相関があることがわかる。

表表 3 階階層層的的重重回回帰帰分分析析にに用用いいるる変変数数間間のの相相関関係係数数

（（2））職職務務満満足足度度のの階階層層的的重重回回帰帰分分析析

従属変数を職務満足度、独立変数を前稿の表 1 で

示した「属性」、「業務別労働時間」、「教職選択の動

機」、「職務ストレス」、「指導実践」、「勤務校や同僚に

対する認識」に含まれる 26 の変数として、強制投入

法を用いて分析した。階層的重回帰分析の結果は、表

4 の通りである。

①① 小小学学校校教教員員ににおおけけるる階階層層的的重重回回帰帰分分析析結結果果

各モデルの自由度調整済み決定係数の値を確認す

ると、モデル 5 が最も高いため、解釈にあたっては

モデル 5 を採用する。モデル 5 における VIF 値の多

くは 1 から 2 程度であり、最大でも 3.746 であった

ため、多重共線性の問題はないと考えられる。

モデル 5 では、「教職第一志望ダミー」（β=.118，

p<.001）、「教員経験年数」（β=-.040，p=.044）、「安定

性・確実性」（β=-.048，p=.010）、「社会貢献」（β=.092，

p<.001）、「授業ストレス」（β=-.095，p<.001）、「児童

ストレス」（β=-.141，p<.001）、「学級経営」（β=.090，

p=.001）、「教員間協力関係文化」（β=.129，p<.001）、

「児童重視文化」（β=.072，p=.007）の項目が有意で

あった（表 4）。

この結果から、教職が第一志望であったこと、教職

選択の動機として社会貢献の意識が高かったこと、

指導において学級経営に力をいれていること、同僚

間に協力的な文化や児童を重視して仕事を行うとい

う文化があると認識している度合いが強いほど職務

満足度を高めることが示唆された。反対に、教職経験

年数が長くベテランになること、教職選択の動機と

して安定性・確実性を重視したこと、児童ストレスや

授業ストレスを強く感じていることは職務満足度を

下げることが示唆された。

②② 中中学学校校教教員員ににおおけけるる階階層層的的重重回回帰帰分分析析結結果果

各モデルの自由度調整済み決定係数の値を確認す

ると、モデル 5 が最も高いため、解釈にあたっては

モデル 5 を採用する。モデル 5 における VIF 値の多

くは 1 から 2 程度であり、最大でも 3.028 であった

ため、多重共線性の問題はないと考えられる。

モデル 5 では、「教職第一志望ダミー」（β=.113，

p<.001）、「学校内外で個人で行う授業の計画や準備」

（β=.042，p=.023）、「生徒の課題の採点や添削」

（β=-.037，p=.055）、「生徒に対する教育相談」（β=.045，

p=.027）、「保護者との連絡や連携」（β=-.058，p=.016）、

「安定性・確実性」（β=-.038，p=.030）、「社会貢献」

（β=.145，p<.001）、「生徒ストレス」（β=-.147，p<.001）、

「授業ストレス」（β=-.077，p<.001）、「指導工夫」

（β=.088，p<.001）、「教員間協力関係文化」（β=.129，

p<.001）、「生徒重視文化」（β=.119，p<.001）の項目が

有意であった（表 4）。

この結果から、教職が第一志望であったこと、学校

内外で個人で行う授業の計画や準備や生徒に対する

教育相談の時間が長いこと、教職選択の動機として

社会貢献の意識が高かったこと、指導において指導

工夫に力をいれていること、同僚間に協力的な文化

や生徒を重視して仕事を行うという文化があると認

識している度合いが強いほど職務満足度を高めるこ

とが示唆された。反対に、生徒の課題の採点や添削、

保護者との連絡や連携の時間が長いこと、教職選択

の動機として安定性・確実性を重視したこと、生徒ス

トレスや授業ストレスを強く感じていることは職務

満足度を下げることが示唆された。
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表表 4 職職務務満満足足度度をを従従属属変変数数ととししたた階階層層的的重重回回帰帰分分析析結結果果

（（3）） 雇雇用用条条件件満満足足度度のの階階層層的的重重回回帰帰分分析析

従属変数を雇用条件満足度、独立変数を前稿の表 1

で示した「属性」、「業務別労働時間」、「教職選択の動

機」、「職務ストレス」、「指導実践」、「勤務校や同僚に

対する認識」に含まれる 26 の変数として、強制投入

法を用いて分析した。階層的重回帰分析の結果は、表

5 の通りである。

①① 小小学学校校教教員員ににおおけけるる階階層層的的重重回回帰帰分分析析結結果果

各モデルの自由度調整済み決定係数の値を確認す

ると、モデル 5 が最も高いため、解釈にあたっては

モデル 5 を採用する。モデル 5 における VIF 値の多

くは 1 から 2 程度であり、最大でも 3.751 であった

ため、多重共線性の問題はないと考えられる。

モデル 5 では、「女性ダミー」（β=.049，p=.012）、

「教職第一志望ダミー」（β=.041，p=.033）、「終身雇

用ダミー」（β=.081，p<.001）、「過労死ラインダミー」

（β＝-.060，p=.004）、「学校内での同僚との共同作業

や話し合い」（β=-.050，p=.015）、「職能開発活動」

（β=.037，p=.055）、「課外活動の指導」（β=-.040，

p=.033）、「その他の業務」（β=-.046，p=.014）、「安定

性・確実性」（β=-.038，p=.048）、「社会貢献」（β=.038，

p=.053）、「授業ストレス」（β=-.277，p<.001）、「児童

ストレス」（β=.055，p=.046）、「教員間協力関係文化」

（β=.108，p<.001）の項目が有意であった（表 5）。

この結果から、女性であること、教職が第一志望で

あったこと、終身雇用であること、職能開発活動の時

間が長いこと、教職選択の動機として社会貢献の意

識が高かったこと、児童ストレスを強く感じている

こと、同僚間に協力的な文化があると認識している

度合いが強いほど雇用条件満足度を高めることが示

唆された。反対に、過労死ラインを超える残業をして

いること、学校内での同僚との共同作業や話し合い
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表表 4 職職務務満満足足度度をを従従属属変変数数ととししたた階階層層的的重重回回帰帰分分析析結結果果

（（3）） 雇雇用用条条件件満満足足度度のの階階層層的的重重回回帰帰分分析析

従属変数を雇用条件満足度、独立変数を前稿の表 1

で示した「属性」、「業務別労働時間」、「教職選択の動

機」、「職務ストレス」、「指導実践」、「勤務校や同僚に

対する認識」に含まれる 26 の変数として、強制投入

法を用いて分析した。階層的重回帰分析の結果は、表

5 の通りである。

①① 小小学学校校教教員員ににおおけけるる階階層層的的重重回回帰帰分分析析結結果果

各モデルの自由度調整済み決定係数の値を確認す

ると、モデル 5 が最も高いため、解釈にあたっては

モデル 5 を採用する。モデル 5 における VIF 値の多

くは 1 から 2 程度であり、最大でも 3.751 であった

ため、多重共線性の問題はないと考えられる。

モデル 5 では、「女性ダミー」（β=.049，p=.012）、

「教職第一志望ダミー」（β=.041，p=.033）、「終身雇

用ダミー」（β=.081，p<.001）、「過労死ラインダミー」

（β＝-.060，p=.004）、「学校内での同僚との共同作業

や話し合い」（β=-.050，p=.015）、「職能開発活動」

（β=.037，p=.055）、「課外活動の指導」（β=-.040，

p=.033）、「その他の業務」（β=-.046，p=.014）、「安定

性・確実性」（β=-.038，p=.048）、「社会貢献」（β=.038，

p=.053）、「授業ストレス」（β=-.277，p<.001）、「児童

ストレス」（β=.055，p=.046）、「教員間協力関係文化」

（β=.108，p<.001）の項目が有意であった（表 5）。

この結果から、女性であること、教職が第一志望で

あったこと、終身雇用であること、職能開発活動の時

間が長いこと、教職選択の動機として社会貢献の意

識が高かったこと、児童ストレスを強く感じている

こと、同僚間に協力的な文化があると認識している

度合いが強いほど雇用条件満足度を高めることが示

唆された。反対に、過労死ラインを超える残業をして

いること、学校内での同僚との共同作業や話し合い

や課外活動の指導、その他の業務の時間が長いこと、

教職選択の動機として安定性・確実性を重視したこ

と、授業ストレスを強く感じていることは雇用条件

満足度を下げることが示唆された。

②② 中中学学校校教教員員ににおおけけるる階階層層的的重重回回帰帰分分析析結結果果

各モデルの自由度調整済み決定係数の値を確認す

ると、モデル 5 が最も高いため、解釈にあたっては

モデル 5 を採用する。モデル 5 における VIF 値の多

くは 1 から 2 程度であり、最大でも 3.024 であった

ため、多重共線性の問題はないと考えられる。

モデル 5 では、「女性ダミー」（β=.065，p<.001）、

「教職第一志望ダミー」（β=.051，p=.005）、「終身雇

用ダミー」（β=.038，p=.049）、「過労死ラインダミー」

（β=-.121，p<.001）、「一般的な事務業務」（β=-.044，

p=.028）、「課外活動の指導」（β=-.040，p=.047）、「生

徒ストレス」（β=-.100，p<.001）、「授業ストレス」

（β=-.132，p<.001）、「指導工夫」（β＝.053，p=.060）、

「教員間協力関係文化」（β=.077，p=.004）の項目が

有意であった（表 5）。

この結果から、女性であること、教職が第一志望で

あったこと、終身雇用であること、指導においてその

指導の工夫に力を入れていること、同僚間に協力的

な文化があると認識している度合いが強いほど雇用

条件満足度を高めることが示唆された。反対に、過労

死ラインを超える残業をしていること、一般的な事

務業務や課外活動の指導の時間が長いこと、生徒ス

トレスや授業ストレスを強く感じていることは雇用

条件満足度を下げることが示唆された。

表表 5 雇雇用用条条件件満満足足度度をを従従属属変変数数ととししたた階階層層的的重重回回帰帰分分析析結結果果
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（（4）） 給給与与増増額額要要求求のの階階層層的的重重回回帰帰分分析析

従属変数を給与増額要求、独立変数を前稿の表 1

で示した「属性」、「業務別労働時間」、「教職選択の動

機」、「職務ストレス」、「指導実践」、「勤務校や同僚に

対する認識」に含まれる 26 の変数として、強制投入

法を用いて分析した。階層的重回帰分析の結果は、表

6 の通りである。

①① 小小学学校校教教員員ににおおけけるる階階層層的的重重回回帰帰分分析析結結果果

各モデルの自由度調整済み決定係数の値を確認す

ると、モデル 4 とモデル 5 が共に.086 と最も高い値

であった。しかしながら、モデル 4 からモデル 5 に

かけての決定係数の増加量が有意ではなかったため、

解釈にあたってはモデル 4 を採用する。モデル 4 に

おける VIF 値の多くは 1 から 2 程度であり、最大で

も 3.739 であったため、多重共線性の問題はないと考

えられる。

モデル 4 では、「女性ダミー」（β=-.096，p<.001）、

「学校内での同僚との共同作業や話し合い」（β=.040，

p=.057）、「安定性・確実性」（β=.193，p<.001）、「社会

貢献」（β=-.047，p=.018）、「授業ストレス」（β=.169，

p<.001）、「学級経営」（β=.083，p=.005）の項目が有意

であった（表 6）。

この結果から、学校内での同僚との共同作業や話

し合いの時間が長いこと、教職選択の動機として安

定性・確実性を重視したこと、授業ストレスを強く感

じていること、指導において学級経営に力を入れて

いることは給与増額要求を高めることが示唆された。

反対に、女性であること、教職選択の動機として社会

貢献の意識が高かったことは給与増額要求を下げる

ことが示唆された。

②② 中中学学校校教教員員ににおおけけるる階階層層的的重重回回帰帰分分析析結結果果

各モデルの自由度調整済み決定係数の値を確認す

ると、モデル 4 とモデル 5 が共に.094 と最も高い値

であった。しかしながら、モデル 4 からモデル 5 に

かけての決定係数の増加量が有意ではなかったため、

解釈にあたってはモデル 4 を採用する。モデル 4 に

おける VIF 値の多くは 1 から 2 程度であり、最大で

も 3.012 であったため、多重共線性の問題はないと考

えられる。

モデル 4 では、「女性ダミー」（β=-.096，p<.001）、

「終身雇用ダミー」（β=-.052，p=.008）、「私立ダミー」

（β=-.062，p<.001）、「生徒の課題の採点や添削」

（β=-.047，p=.022）、「学校運営業務への参画」（β=.052，

p=.012）、「課外活動の指導」（β=.038，p=.061）、「安定

性・確実性」（β=.203，p<.001）、「社会貢献」（β=-.080，

p<.001）、「授業ストレス」（β=.141，p<.001）、「エンゲ

ージメント」（β=.087，p=.005）、「学級経営」（β=.067，

p=.011）の項目が有意であった（表 6）。

この結果から、学校運営業務への参画や課外活動

の指導の時間が長いこと、教職選択の動機として安

定性・確実性を重視したこと、授業ストレスを強く感

じていること、指導においてエンゲージメントや学

級経営に力を入れていることは給与増額要求を高め

ることが示唆された。反対に、女性であること、終身

雇用であること、私立学校に勤務していること、生徒

の課題の採点や添削の時間が長いこと、教職選択の

動機として社会貢献の意識が高かったことは給与増

額要求を下げることが示唆された。
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（（4）） 給給与与増増額額要要求求のの階階層層的的重重回回帰帰分分析析

従属変数を給与増額要求、独立変数を前稿の表 1

で示した「属性」、「業務別労働時間」、「教職選択の動

機」、「職務ストレス」、「指導実践」、「勤務校や同僚に

対する認識」に含まれる 26 の変数として、強制投入

法を用いて分析した。階層的重回帰分析の結果は、表

6 の通りである。

①① 小小学学校校教教員員ににおおけけるる階階層層的的重重回回帰帰分分析析結結果果

各モデルの自由度調整済み決定係数の値を確認す

ると、モデル 4 とモデル 5 が共に.086 と最も高い値

であった。しかしながら、モデル 4 からモデル 5 に

かけての決定係数の増加量が有意ではなかったため、

解釈にあたってはモデル 4 を採用する。モデル 4 に

おける VIF 値の多くは 1 から 2 程度であり、最大で

も 3.739 であったため、多重共線性の問題はないと考

えられる。

モデル 4 では、「女性ダミー」（β=-.096，p<.001）、

「学校内での同僚との共同作業や話し合い」（β=.040，

p=.057）、「安定性・確実性」（β=.193，p<.001）、「社会

貢献」（β=-.047，p=.018）、「授業ストレス」（β=.169，

p<.001）、「学級経営」（β=.083，p=.005）の項目が有意

であった（表 6）。

この結果から、学校内での同僚との共同作業や話

し合いの時間が長いこと、教職選択の動機として安

定性・確実性を重視したこと、授業ストレスを強く感

じていること、指導において学級経営に力を入れて

いることは給与増額要求を高めることが示唆された。

反対に、女性であること、教職選択の動機として社会

貢献の意識が高かったことは給与増額要求を下げる

ことが示唆された。

②② 中中学学校校教教員員ににおおけけるる階階層層的的重重回回帰帰分分析析結結果果

各モデルの自由度調整済み決定係数の値を確認す

ると、モデル 4 とモデル 5 が共に.094 と最も高い値

であった。しかしながら、モデル 4 からモデル 5 に

かけての決定係数の増加量が有意ではなかったため、

解釈にあたってはモデル 4 を採用する。モデル 4 に

おける VIF 値の多くは 1 から 2 程度であり、最大で

も 3.012 であったため、多重共線性の問題はないと考

えられる。

モデル 4 では、「女性ダミー」（β=-.096，p<.001）、

「終身雇用ダミー」（β=-.052，p=.008）、「私立ダミー」

（β=-.062，p<.001）、「生徒の課題の採点や添削」

（β=-.047，p=.022）、「学校運営業務への参画」（β=.052，

p=.012）、「課外活動の指導」（β=.038，p=.061）、「安定

性・確実性」（β=.203，p<.001）、「社会貢献」（β=-.080，

p<.001）、「授業ストレス」（β=.141，p<.001）、「エンゲ

ージメント」（β=.087，p=.005）、「学級経営」（β=.067，

p=.011）の項目が有意であった（表 6）。

この結果から、学校運営業務への参画や課外活動

の指導の時間が長いこと、教職選択の動機として安

定性・確実性を重視したこと、授業ストレスを強く感

じていること、指導においてエンゲージメントや学

級経営に力を入れていることは給与増額要求を高め

ることが示唆された。反対に、女性であること、終身

雇用であること、私立学校に勤務していること、生徒

の課題の採点や添削の時間が長いこと、教職選択の

動機として社会貢献の意識が高かったことは給与増

額要求を下げることが示唆された。

表表 6 給給与与増増額額要要求求をを従従属属変変数数ととししたた階階層層的的重重回回帰帰分分析析結結果果

（（5）） 小小括括

ここでは、職務満足度、雇用条件満足度、給与増額

要求の規定要因を相関分析や階層的重回帰分析を通

して検討してきた。

まず、モデル構造の違いについて述べる。給与満足

度、職務満足度、雇用条件満足度は、教員の勤務校や

同僚に対する認識までを含むモデル 5 が採用された

のに対して、給与増額要求については、勤務校や同僚

に対する認識を含まないモデル 4 が採用された。こ

のことから、給与増額要求については、属性やストレ

ス、業務別労働時間など、もっぱら個人に関する要因

により規定されていると考えられる。

次に、職務満足度、雇用条件満足度、給与増額要求

のそれぞれの分析の結果について述べる。相関分析

と重回帰分析の結果の比較については、小・中学校教

員共に、業務別勤務時間の多くの項目が疑似相関で

あることがわかった。

職務満足度については、小・中学校教員の双方に共

通して有意であった項目としては、「教職第一志望ダ

ミー」（小学校教員：β＝.118，p<.001、中学校教員：

β＝.113，p<.001）、「社会貢献」（小学校教員：β＝.092，

p<.001、中学校教員：β＝.145，p<.001）、「教員間協力

文化」、（小学校教員：β＝.129，p<.001、中学校教員：

β＝.129，p<.001）、「児童（生徒）重視文化」（小学校

教員：β＝.072，p=.007、中学校教員：β＝.119，p<.001）

が職務満足度を高める要因として有意であった。反

対に「安定性・確実性」（小学校教員：β＝-.048，p=.010、

中学校教員：β＝-.038，p=.030）、「授業ストレス」（小

学校教員：β＝-.095，p<.001、中学校教員：β＝-.077，

p=.001）、「児童（生徒）ストレス」（小学校教員：β＝

-.141，p<.001、中学校教員：β＝-.147，p<.001）が職

務満足度を低下させる要因として有意であった。職

務ストレスが職務満足度を下げる要因となっている
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ことは当然のことともいえるが、給与満足度と同様

に教職志望の動機や教職志望度合い、同僚に対する

認識といった個人では、また現時点では変更不可能

な要因が職務満足度の規定要因となっていることが

明らかになった。

雇用条件満足度については、小・中学校教員の双方

に共通して「教員間協力文化」（小学校教員：β＝.108，

p<.001、中学校教員：β＝.077，p=.004）が最も正に影

響力をもっており、その他には「女性ダミー」（小学

校教員：β＝.049，p=.012、中学校教員：β＝.065，p<.001）

や「教職第一志望ダミー」（小学校教員：β＝.041，

p=.033、中学校教員：β＝.051，p=.005）、「終身雇用ダ

ミー」（小学校教員：β＝.081，p<.001、中学校教員：

β＝.038，p=.049）も雇用条件満足度を高める要因と

なっていた。反対に、「過労死ラインダミー」（小学校

教員：β＝-.060，p=.004、中学校教員：β＝-.121，p<.001）、

「課外活動の指導」（小学校教員：β＝-.040，p=.033、

中学校教員：β＝-.040，p=.047）、「授業ストレス」（小

学校教員：β＝-.277，p<.001、中学校教員：β＝-.132，

p<.001）が、両者に共通して雇用条件満足度を下げる

要因となっていた。これらの項目は、残業時間の長さ

や教員の長時間労働の原因ともされている課外活動

の指導であるために雇用条件満足度を低下させる原

因として現れるのは当然のことともいえる。このよ

うに雇用条件満足度は、諸条件を統制した上でも、現

状の働き方のみならず、性別、教職の志望度合い、同

僚に対する認識といった個人では変更不可能な要因

が規定要因となっていることが明らかになった。

給与増額要求については、小・中学校教員共に、業

務別労働時間よりも「安定性・確実性」（小学校教員：

β＝.193，p<.001、中学校教員：β＝.203，p<.001）や

「授業ストレス」（小学校教員：β＝.169，p<.001、中

学校教員：β＝.141，p<.001）、「学級経営」（小学校教

員：β＝.083，p=.005、中学校教員：β＝.067，p=.011）

が給与増額要求を高める要因となっていると指摘で

きる。この点について、標準偏回帰係数の値から、

小・中学校教員共に、授業ストレスよりも、教職選択

としての安定性・確実性の方が、給与増額要求を高め

る影響力が大きいことは興味深い結果といえる。反

対に、「女性ダミー」（小学校教員：β＝-.096，p<.001、

中学校教員：β＝-.096，p<.001）、「社会貢献」（小学校

教員：β＝-.047，p=.018、中学校教員：β＝-.080，p<.001）

は、両者に共通して給与増額要求を下げる要因とな

っていた。このように給与増額要求についても、他の

満足度と同様に、性別や教職選択の動機といった個

人もしくは現時点では不可能な要因が規定要因とな

っていることが明らかになった。

以上をまとめると、職務満足度、雇用条件満足度、

給与増額要求の規定要因を構成する要素として、各

満足度や小・中学校教員で有意になる項目に差はみ

られたものの、現状の働き方に関する項目を統制し

た上でも、性別や同僚に対する認識、教職選択の動機

や志望度合いのような個人もしくは現時点において

は変更不可能な要因が各満足度や給与増額要求の規

定要因となっていることが指摘できる。

3. 職職務務・・待待遇遇満満足足度度にによよるる教教員員ののククララススタターー分分析析

とと多多項項ロロジジスステティィッックク回回帰帰分分析析：：職職務務・・待待遇遇満満

足足度度ををめめぐぐるる多多様様なな教教員員類類型型ととそそのの規規定定要要因因

（（1））階階層層的的ククララススタターー分分析析

ここでは、職務や待遇（給与・雇用条件）に関する

満足度等によって教員を分類するために階層クラス

ター分析を行った。これにより、「職務には満足をし

ているが、給与には満足をしていない」教員、また

「職務、給与、雇用条件のどれにも満足していない」

教員などのように、職務や待遇の満足度に関する教

員の多様な類型を明らかにすることができる。

階層クラスター分析に用いた変数としては、職務

満足度、給与満足度、雇用条件満足度、給与増額要求

の 4 つである。クラスター化の方法としては、Ward

法を、各データの距離の算出は平方ユークリッド距

離を用いた。また、階層クラスター分析を行うに当た

っては、クラスター数を 2 から 10 まで順に増やしな

がら、①小学校教員と中学校教員で同じ類型に分け

ることができ、かつ②最大のクラスター数となるま

で分析を行った。その結果、①と②の条件を満たすク

ラスター数は 6 であった。そのため以下では、クラ

スター数を 6 とした際の小学校教員、中学校教員そ

れぞれの階層クラスター分析の結果を記す。統計処
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ことは当然のことともいえるが、給与満足度と同様

に教職志望の動機や教職志望度合い、同僚に対する

認識といった個人では、また現時点では変更不可能

な要因が職務満足度の規定要因となっていることが

明らかになった。

雇用条件満足度については、小・中学校教員の双方

に共通して「教員間協力文化」（小学校教員：β＝.108，

p<.001、中学校教員：β＝.077，p=.004）が最も正に影

響力をもっており、その他には「女性ダミー」（小学

校教員：β＝.049，p=.012、中学校教員：β＝.065，p<.001）

や「教職第一志望ダミー」（小学校教員：β＝.041，

p=.033、中学校教員：β＝.051，p=.005）、「終身雇用ダ

ミー」（小学校教員：β＝.081，p<.001、中学校教員：

β＝.038，p=.049）も雇用条件満足度を高める要因と

なっていた。反対に、「過労死ラインダミー」（小学校

教員：β＝-.060，p=.004、中学校教員：β＝-.121，p<.001）、

「課外活動の指導」（小学校教員：β＝-.040，p=.033、

中学校教員：β＝-.040，p=.047）、「授業ストレス」（小

学校教員：β＝-.277，p<.001、中学校教員：β＝-.132，

p<.001）が、両者に共通して雇用条件満足度を下げる

要因となっていた。これらの項目は、残業時間の長さ

や教員の長時間労働の原因ともされている課外活動

の指導であるために雇用条件満足度を低下させる原

因として現れるのは当然のことともいえる。このよ

うに雇用条件満足度は、諸条件を統制した上でも、現

状の働き方のみならず、性別、教職の志望度合い、同

僚に対する認識といった個人では変更不可能な要因

が規定要因となっていることが明らかになった。

給与増額要求については、小・中学校教員共に、業

務別労働時間よりも「安定性・確実性」（小学校教員：

β＝.193，p<.001、中学校教員：β＝.203，p<.001）や

「授業ストレス」（小学校教員：β＝.169，p<.001、中

学校教員：β＝.141，p<.001）、「学級経営」（小学校教

員：β＝.083，p=.005、中学校教員：β＝.067，p=.011）

が給与増額要求を高める要因となっていると指摘で

きる。この点について、標準偏回帰係数の値から、

小・中学校教員共に、授業ストレスよりも、教職選択

としての安定性・確実性の方が、給与増額要求を高め

る影響力が大きいことは興味深い結果といえる。反

対に、「女性ダミー」（小学校教員：β＝-.096，p<.001、

中学校教員：β＝-.096，p<.001）、「社会貢献」（小学校

教員：β＝-.047，p=.018、中学校教員：β＝-.080，p<.001）

は、両者に共通して給与増額要求を下げる要因とな

っていた。このように給与増額要求についても、他の

満足度と同様に、性別や教職選択の動機といった個

人もしくは現時点では不可能な要因が規定要因とな

っていることが明らかになった。

以上をまとめると、職務満足度、雇用条件満足度、

給与増額要求の規定要因を構成する要素として、各

満足度や小・中学校教員で有意になる項目に差はみ

られたものの、現状の働き方に関する項目を統制し

た上でも、性別や同僚に対する認識、教職選択の動機

や志望度合いのような個人もしくは現時点において

は変更不可能な要因が各満足度や給与増額要求の規

定要因となっていることが指摘できる。

3. 職職務務・・待待遇遇満満足足度度にによよるる教教員員ののククララススタターー分分析析

とと多多項項ロロジジスステティィッックク回回帰帰分分析析：：職職務務・・待待遇遇満満

足足度度ををめめぐぐるる多多様様なな教教員員類類型型ととそそのの規規定定要要因因

（（1））階階層層的的ククララススタターー分分析析

ここでは、職務や待遇（給与・雇用条件）に関する

満足度等によって教員を分類するために階層クラス

ター分析を行った。これにより、「職務には満足をし

ているが、給与には満足をしていない」教員、また

「職務、給与、雇用条件のどれにも満足していない」

教員などのように、職務や待遇の満足度に関する教

員の多様な類型を明らかにすることができる。

階層クラスター分析に用いた変数としては、職務

満足度、給与満足度、雇用条件満足度、給与増額要求

の 4 つである。クラスター化の方法としては、Ward

法を、各データの距離の算出は平方ユークリッド距

離を用いた。また、階層クラスター分析を行うに当た

っては、クラスター数を 2 から 10 まで順に増やしな

がら、①小学校教員と中学校教員で同じ類型に分け

ることができ、かつ②最大のクラスター数となるま

で分析を行った。その結果、①と②の条件を満たすク

ラスター数は 6 であった。そのため以下では、クラ

スター数を 6 とした際の小学校教員、中学校教員そ

れぞれの階層クラスター分析の結果を記す。統計処

理には、IBM 社の SPSS Statistics 28 を使用した。

①① 小小学学校校教教員員ににおおけけるるククララススタターー分分析析のの結結果果

小学校教員におけるクラスター分析の結果は、表 7

の通りである。表 7 は、クラスターごとの職務満足

度、給与満足度、雇用条件満足度、給与増額要求の平

均値を記したものである。

表表 7 小小学学校校教教員員ににおおけけるるククララススタターー分分析析結結果果

各平均値からそれぞれのクラスターの特徴を検討

し、クラスター1 を職務・雇用条件の満足度は高いも

のの、給与満足度が低い「給与不満足群」、クラスタ

ー2 を給与満足度は高いものの、職務・雇用条件の満

足度が低い「給与のみ満足群」、クラスター3 を職務

満足度は高いものの、給与・雇用条件の満足度が低い

「職務満足・待遇不満足群」、クラスター4 を職務・

給与・雇用条件の満足度がすべて低い「すべて不満足

群」、クラスター5 を職務・給与・雇用条件のすべて

の満足度が高く、かつ給与増額要求も高い「すべて満

足・給与増額要求群」、クラスター6 を職務・給与・

雇用条件のすべての満足度が高く、給与増額要求が

低い「すべて満足群」と命名した。

また、これらのクラスターにおける属性の特徴を

みるために、性別、教員志望、雇用形態、勤務校の設

置区分、残業時間の状況、教員経験年数、1 週間の勤

務時間、予想勤続年数を表 8 に示した。
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表表 8 小小学学校校教教員員のの各各ククララススタターーのの属属性性

表 8 のクラスターの属性から特徴的であるのは、

「すべて不満足群」において、教職が第一志望でなか

った教員の割合が、35.1%と他の類型と比較して高い

ことである。また、「すべて不満足群」の教員経験年

数の平均値は他の類型と比べて短く、1 週間の勤務時

間の平均値は長いことから、労働時間の長い比較的

若手の教員が多いことがうかがえる。加えて予想勤

続年数が他の教員類型からも短いことが分かり、「す

べて不満足群」の教員は比較的に早期の退職を考え

ている傾向にあることがわかる。

②② 中中学学校校教教員員ににおおけけるるククララススタターー分分析析のの結結果果

中学校教員におけるクラスター分析の結果は、表 9

の通りである。表 9 は、クラスターごとの職務満足

度、給与満足度、雇用条件満足度、給与増額要求の平

均値を記したものである。

表表 9 中中学学校校教教員員ににおおけけるるククララススタターー分分析析結結果果

各平均値からそれぞれのクラスターの特徴を検討

し、クラスター1 を職務・給与・雇用条件のすべての
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表表 8 小小学学校校教教員員のの各各ククララススタターーのの属属性性

表 8 のクラスターの属性から特徴的であるのは、

「すべて不満足群」において、教職が第一志望でなか

った教員の割合が、35.1%と他の類型と比較して高い

ことである。また、「すべて不満足群」の教員経験年

数の平均値は他の類型と比べて短く、1 週間の勤務時

間の平均値は長いことから、労働時間の長い比較的

若手の教員が多いことがうかがえる。加えて予想勤

続年数が他の教員類型からも短いことが分かり、「す

べて不満足群」の教員は比較的に早期の退職を考え

ている傾向にあることがわかる。

②② 中中学学校校教教員員ににおおけけるるククララススタターー分分析析のの結結果果

中学校教員におけるクラスター分析の結果は、表 9

の通りである。表 9 は、クラスターごとの職務満足

度、給与満足度、雇用条件満足度、給与増額要求の平

均値を記したものである。

表表 9 中中学学校校教教員員ににおおけけるるククララススタターー分分析析結結果果

各平均値からそれぞれのクラスターの特徴を検討

し、クラスター1 を職務・給与・雇用条件のすべての

満足度が高く、給与増額要求が低い「すべて満足群」、

クラスター2 を職務・雇用条件の満足度は高いものの、

給与満足度が低い「給与不満足群」、クラスター3 を

職務・給与・雇用条件の満足度がすべて低い「すべて

不満足群」、クラスター4 を給与満足度は高いものの、

職務・雇用条件の満足度が低い「給与のみ満足群」、

クラスター5 を職務満足度は高いものの、給与・雇用

条件の満足度が低い「職務満足・待遇不満足群」、ク

ラスター6 を職務・給与・雇用条件のすべての満足度

が高く、かつ給与増額要求も高い「すべて満足・給与

増額要求群」と命名した。

また、これらのクラスターにおける属性の特徴を

みるために、性別、教員志望、雇用形態、勤務校の設

置区分、残業時間の状況、教員経験年数、1 週間の勤

務時間、予想勤続年数を表 10 に示した。

表表 10 中中学学校校教教員員のの各各ククララススタターーのの属属性性

表10の各クラスターの属性において特徴的である

のは、小学校教員の場合と同様に「すべて不満足群」

において、教職が第一志望でなかった教員の割合が、

31.1%と他の類型と比べて大きいことである。また、

「すべて不満足群」の教員経験年数の平均値は他の

類型よりも比較的短く、1 週間の勤務時間は他の類型

よりも長いことから、労働時間の長い比較的若手の

教員が多いことがうかがえる。加えて予想勤続年数

が他の教員類型からも短いことが分かり、「すべて不

満足群」の教員は早期の退職を考えている傾向にあ

ることがわかる。

（（2）） 多多項項ロロジジスステティィッックク回回帰帰分分析析

ここでは（1）での階層クラスター分析の結果を用

いて、多項ロジスティック回帰分析を行う。これによ

り、（1）で明らかになった職務・待遇満足度等に関す

る多様な教員類型の規定要因を明らかにすることが
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できる。従属変数には、（1）のクラスター分析により

分類された教員の職務・待遇満足度等に関する 6 類

型を用いた。独立変数には、これまでの階層的重回帰

分析と同様に、前稿の表 1 で示した「属性」、「業務

別労働時間」、「教職選択の動機」、「職務ストレス」、

「指導実践」、「勤務校や同僚に対する認識」に含まれ

る 26 の変数を用いた。小学校教員における独立変数

の記述統計量は前稿の表 2、ダミー変数の度数分布表

は前稿の表 3 の通りである。中学校教員における独

立変数の記述統計量は前稿の表 4、ダミー変数の度数

分布表は前稿の表 5 の通りである。統計処理には、

IBM 社の SPSS Statistics 28 を使用した。

①① 小小学学校校教教員員ににおおけけるる多多項項ロロジジスステティィッックク回回帰帰分分

析析

小学校教員における多項ロジスティック回帰分析

の結果は、表 11 の通りである。尤度比検定の結果、

式全体として 1％水準で有意であることが確認され

た。また、Cox と Snell の疑似決定係数は .250、

McFadden の疑似決定係数は.085 であった。

「すべて不満足群」ではなく、「給与不満足群」と

なる確率に対して、「学級経営」（B=.293，p=.074，オ

ッズ比＝1.340）、「指導工夫」（B=380，p=.058，オッ

ズ比＝1.462）、「教員間協力文化」（B=.561，p<.001，

オッズ比＝1.752）が正に有意な効果を、「その他の業

務」（B=-.040，p=.068，オッズ比＝0.961）、「授業スト

レス」（B=-.698，p<.001，オッズ比＝0.497）、「教職が

第一志望でない」（B=-.893，p<.001，オッズ比＝0.409）

が負に有意な効果を示した。この結果から、「すべて

不満足群」ではなく「給与不満足群」となる教員には、

指導において学級経営や指導工夫に力を入れている

教員や同僚間に協力的な文化があると強く認識して

いる教員が多いことが示唆される。反対に、その他の

業務の時間が長い教員、授業ストレスを強く感じて

いる教員、教職が第一志望でなかった教員は少ない

ことが示唆される。

「すべて不満足群」ではなく、「給与のみ満足群」

となる確率に対して、「教員間協力関係文化」（B=.241，

p=.065，オッズ比＝1.272）が正に有意な効果を、「学

校内外で個人で行う授業の計画や準備」（B=-.028，

p=.022，オッズ比＝0.973）、「授業ストレス」（B=-.601，

p<.001，オッズ比＝0.548）、「児童ストレス」（B=-.283，

p=.054，オッズ比＝0.753）、「男性」（B=-.495，p=.010，

オッズ比＝0.609）、「教職が第一志望でない」（B=-.740，

p<.001，オッズ比＝0.477）が負に有意な効果を示し

た。この結果から、「すべて不満足群」ではなく「給

与のみ満足群」となる教員には、同僚間に協力的な文

化があると強く認識している教員が多いことが示唆

され、反対に、学校内外で個人で行う授業の計画や準

備の時間が長い教員、授業ストレスや児童ストレス

を強く感じている教員、男性の教員、教職が第一志望

でなかった教員は少ないことが示唆される。

「すべて不満足群」ではなく、「職務満足・待遇不

満足群」となる確率に対して、「教員間協力文化」

（B=.237，p=.062，オッズ比＝1.268）、「児童重視文化」

（B=.254，p=.061，オッズ比＝1.289）が正に有意な効

果を、「児童ストレス」（B=-.564，p<.001，オッズ比＝

0.569）、「教職が第一志望でない」（B=-1.095，p<.001，

オッズ比＝0.334）が負に有意な効果を示した。この

結果から、「すべて不満足群」ではなく「職務満足・

待遇不満足群」となる教員には、同僚間に協力的な文

化があることや児童のために仕事をする文化がある

と強く認識している教員が多いことが示唆される。

反対に、児童ストレスを強く感じている教員、教職が

第一志望でなかった教員は少ないことが示唆される。

「すべて不満足群」ではなく、「すべて満足・給与

増額要求群」となる確率に対し、「社会貢献」（B=.349，

p=.003，オッズ比＝1.417）、「教員間協力関係文化」

（B=.559，p<.001，オッズ比＝1.750）、「児童重視文化」

（B=.327，p=.037，オッズ比＝1.387）、「残業時間が過

労死ラインでない」（B=477，p=.065，オッズ比＝1.611）

が正に有意な効果を、「授業ストレス」（B=-.862，

p<.001，オッズ比＝0.422）、「児童ストレス」（B=-.398，

p=.016,オッズ比＝0.672）、「教職が第一志望でない」

（B=-1.083，p<.001，オッズ比＝0.339）、「男性」

（B=-.380，p=.076，オッズ比＝0.684）が負に有意な

効果を示した。この結果から、「すべて不満足群」で

はなく「すべて満足・給与増額要求群」となる教員に

は、教職選択の動機として社会貢献の意識が高かっ

た教員、同僚間に協力的な文化や児童のために仕事
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できる。従属変数には、（1）のクラスター分析により

分類された教員の職務・待遇満足度等に関する 6 類

型を用いた。独立変数には、これまでの階層的重回帰

分析と同様に、前稿の表 1 で示した「属性」、「業務

別労働時間」、「教職選択の動機」、「職務ストレス」、

「指導実践」、「勤務校や同僚に対する認識」に含まれ

る 26 の変数を用いた。小学校教員における独立変数

の記述統計量は前稿の表 2、ダミー変数の度数分布表

は前稿の表 3 の通りである。中学校教員における独

立変数の記述統計量は前稿の表 4、ダミー変数の度数

分布表は前稿の表 5 の通りである。統計処理には、

IBM 社の SPSS Statistics 28 を使用した。

①① 小小学学校校教教員員ににおおけけるる多多項項ロロジジスステティィッックク回回帰帰分分

析析

小学校教員における多項ロジスティック回帰分析

の結果は、表 11 の通りである。尤度比検定の結果、

式全体として 1％水準で有意であることが確認され

た。また、Cox と Snell の疑似決定係数は .250、

McFadden の疑似決定係数は.085 であった。

「すべて不満足群」ではなく、「給与不満足群」と

なる確率に対して、「学級経営」（B=.293，p=.074，オ

ッズ比＝1.340）、「指導工夫」（B=380，p=.058，オッ

ズ比＝1.462）、「教員間協力文化」（B=.561，p<.001，

オッズ比＝1.752）が正に有意な効果を、「その他の業

務」（B=-.040，p=.068，オッズ比＝0.961）、「授業スト

レス」（B=-.698，p<.001，オッズ比＝0.497）、「教職が

第一志望でない」（B=-.893，p<.001，オッズ比＝0.409）

が負に有意な効果を示した。この結果から、「すべて

不満足群」ではなく「給与不満足群」となる教員には、

指導において学級経営や指導工夫に力を入れている

教員や同僚間に協力的な文化があると強く認識して

いる教員が多いことが示唆される。反対に、その他の

業務の時間が長い教員、授業ストレスを強く感じて

いる教員、教職が第一志望でなかった教員は少ない

ことが示唆される。

「すべて不満足群」ではなく、「給与のみ満足群」

となる確率に対して、「教員間協力関係文化」（B=.241，

p=.065，オッズ比＝1.272）が正に有意な効果を、「学

校内外で個人で行う授業の計画や準備」（B=-.028，

p=.022，オッズ比＝0.973）、「授業ストレス」（B=-.601，

p<.001，オッズ比＝0.548）、「児童ストレス」（B=-.283，

p=.054，オッズ比＝0.753）、「男性」（B=-.495，p=.010，

オッズ比＝0.609）、「教職が第一志望でない」（B=-.740，

p<.001，オッズ比＝0.477）が負に有意な効果を示し

た。この結果から、「すべて不満足群」ではなく「給

与のみ満足群」となる教員には、同僚間に協力的な文

化があると強く認識している教員が多いことが示唆

され、反対に、学校内外で個人で行う授業の計画や準

備の時間が長い教員、授業ストレスや児童ストレス

を強く感じている教員、男性の教員、教職が第一志望

でなかった教員は少ないことが示唆される。

「すべて不満足群」ではなく、「職務満足・待遇不

満足群」となる確率に対して、「教員間協力文化」

（B=.237，p=.062，オッズ比＝1.268）、「児童重視文化」

（B=.254，p=.061，オッズ比＝1.289）が正に有意な効

果を、「児童ストレス」（B=-.564，p<.001，オッズ比＝

0.569）、「教職が第一志望でない」（B=-1.095，p<.001，

オッズ比＝0.334）が負に有意な効果を示した。この

結果から、「すべて不満足群」ではなく「職務満足・

待遇不満足群」となる教員には、同僚間に協力的な文

化があることや児童のために仕事をする文化がある

と強く認識している教員が多いことが示唆される。

反対に、児童ストレスを強く感じている教員、教職が

第一志望でなかった教員は少ないことが示唆される。

「すべて不満足群」ではなく、「すべて満足・給与

増額要求群」となる確率に対し、「社会貢献」（B=.349，

p=.003，オッズ比＝1.417）、「教員間協力関係文化」

（B=.559，p<.001，オッズ比＝1.750）、「児童重視文化」

（B=.327，p=.037，オッズ比＝1.387）、「残業時間が過

労死ラインでない」（B=477，p=.065，オッズ比＝1.611）

が正に有意な効果を、「授業ストレス」（B=-.862，

p<.001，オッズ比＝0.422）、「児童ストレス」（B=-.398，

p=.016,オッズ比＝0.672）、「教職が第一志望でない」

（B=-1.083，p<.001，オッズ比＝0.339）、「男性」

（B=-.380，p=.076，オッズ比＝0.684）が負に有意な

効果を示した。この結果から、「すべて不満足群」で

はなく「すべて満足・給与増額要求群」となる教員に

は、教職選択の動機として社会貢献の意識が高かっ

た教員、同僚間に協力的な文化や児童のために仕事

をする文化があることを強く認識している教員、残

業時間が過労死ラインを超過していない教員が多い

ことが示唆される。反対に、授業ストレスや児童スト

レスを強く感じている教員、教職が第一志望でなか

った教員、男性教員は少ないことが示唆される。

「すべて不満足群」ではなく、「すべて満足群」と

なる確率に対し、「社会貢献」（B=.290，p=.007，オッ

ズ比＝1.336）、「教員間協力関係文化因子」（B=.579，

p<.001，オッズ比＝1.784）が正に有意な効果を、「課

外活動の指導」（B=-.100，p=.054，オッズ比＝0.905）、

「安定性・確実性」（B=-.317，p=.002，オッズ比＝

0.728）、「授業ストレス」（B=-.927，p<.001，オッズ比

＝0.396）、「児童ストレス」（B=-.433，p=.005，オッズ

比＝0.649）、「男性」（B=-.600，p=.003，オッズ比＝

0.549）、「教職が第一志望でない」（B=-1.185，p<.001，

オッズ比＝0.306）が負に有意な効果を示した。この

結果から、「すべて不満足群」ではなく「すべて満足

群」となる教員には、教職選択の動機として社会貢献

の意識が高かった教員、同僚間に協力的な文化があ

ると強く認識している教員が多いことが示唆される。

反対に、課外活動の指導の時間が長い教員、教職選択

の動機として安定性・確実性を重視した教員、授業ス

トレスや児童ストレスを強く感じている教員、男性

の教員、教職が第一志望でなかった教員は少ないこ

とが示唆される。

②② 中中学学校校教教員員ににおおけけるる多多項項ロロジジスステティィッックク回回帰帰分分

析析

中学校教員における多項ロジスティック回帰分析

の結果は、表 11 の通りである。尤度比検定の結果、

式全体として 1％水準で有意であることが確認され

た。また、Cox と Snell の疑似決定係数は .261、

McFadden の疑似決定係数は.090 であった。

「すべて不満足群」ではなく、「すべて満足群」と

なる確率に対し、「社会貢献」（B=.558，p<.001，オッ

ズ比＝1.747）、「教員間協力関係文化」（B=.458，p<.001，

オッズ比＝1.580）、「残業時間が過労死ラインでない」

（B=.405，p=.030，オッズ比＝1.499）が正に有意な効

果を、「1 週間のうちの授業時間」（B=-.025，p=.014，

オッズ比＝0.975）、「学校運営業務への参画」（B=-.039，

p=.057，オッズ比＝0.962）、「一般的な事務業務」

（B=-.029，p=.031，オッズ比＝0.971）、「課外活動の

指導」（B=-.022，p=.045，オッズ比＝0.978）、「安定性・

確実性」（B=-.404，p<.001，オッズ比＝0.668）、「生徒

ストレス」（B=-.569，p<.001，オッズ比＝0.566）、「授

業ストレス」（B=-.571，p<.001，オッズ比＝0.565）、

「男性」（B=-.697，p<.001，オッズ比＝0.498）、「教職

が第一志望でない」（B=-.878，p<.001，オッズ比＝

0.416）、「終身雇用でない」（B=-.475，p=.022，オッズ

比＝0.622）、「国公立」（B=-.720，p=.016，オッズ比＝

0.487）が負に有意な効果を示した。この結果から、

「すべて不満足群」ではなく「すべて満足群」となる

教員には、教職選択の動機として社会貢献の意識が

高かった教員、同僚間に協力的な文化があると強く

認識している教員、残業時間が過労死ラインを超過

しない教員が多いことが示唆される。反対に、1 週間

のうちの授業時間や学校運営業務への参画、一般的

な事務業務、課外活動の指導の時間が長い教員、教職

選択の動機として安定性・確実性を重視した教員、生

徒ストレスや授業ストレスを強く感じている教員、

男性の教員、教職が第一志望でなかった教員、終身雇

用ではない教員、国公立の学校に勤務する教員には

少ないことが示唆される。

「すべて不満足群」ではなく、「給与不満足群」と

なる確率に対し、「社会貢献」（B=.403，p<.001，オッ

ズ比＝1.496）、「学級経営」（B=.231，p=.045，オッズ

比＝1.259）、「教員間協力文化」（B=.423，p<.001，オ

ッズ比＝1.526）が正に有意な効果を、「1 週間のうち

の授業時間」（B=-.015，p=.082，オッズ比＝0.985）、

「保護者との連絡や連携」（B=-.111，p=.014，オッズ

比＝0.895）、「生徒ストレス」（B=-.443，p<.001，オッ

ズ比＝0.642）、「授業ストレス」（B=-.195，p=.080，オ

ッズ比＝0.822）、「教職が第一志望でない」（B=-.526，

p=.003，オッズ比＝0.591）が負に有意な効果を示し

た。この結果から、「すべて不満足群」ではなく「給

与不満足群」となる教員には、教職選択の動機として

社会貢献の意識が高かった教員、指導において学級

経営に力を入れている教員、同僚間に協力的な文化

があると強く認識している教員が多いことが示唆さ

れる。反対に、1 週間のうちの授業時間や保護者との
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連絡や連携の時間が長い教員、生徒ストレスや授業

ストレスを強く感じている教員、教職が第一志望で

なかった教員は少ないことが示唆される。

「すべて不満足群」ではなく、「給与のみ満足群」

となる確率に対し、「社会貢献」（B=.431，p<.001，オ

ッズ比＝1.539）、「教員間協力文化」（B=.319，p=.005，

オッズ比＝1.376）が正に有意な効果を、「課外活動の

指導」（B=-.024，p=.024，オッズ比＝0.977）、「安定性・

確実性」（B=-.276，p<.001，オッズ比＝0.759）、「生徒

ストレス」（B=-.250，p=.030，オッズ比＝0.779）、「授

業ストレス」（B=-.332，p=.003，オッズ比＝0.717）、

「男性」（B=-.493，p=.002，オッズ比＝0.611）、「教職

が第一志望でない」（B=-.359，p=.036，オッズ比＝

0.699）、「国公立」（B=-.575，p=.048，オッズ比＝0.563）

が負に有意な効果を示した。この結果から、「すべて

不満足群」ではなく「給与のみ満足群」となる教員に

は、教職選択の動機として社会貢献の意識が高かっ

た教員、同僚間に協力的な文化があると強く認識し

ている教員が多いことが示唆される。反対に、課外活

動の指導の時間が長い教員、教職選択の動機として

安定性・確実性を重視した教員、生徒ストレスや授業

ストレスを強く感じている教員、男性の教員、教職が

第一志望でなかった教員、国公立の学校に勤務する

教員には少ないことが示唆される。

「すべて不満足群」ではなく、「職務満足・待遇不

満足群」となる確率に対し、「生徒に対する教育相談」

（B=059，p=.046，オッズ比＝1.061）、「社会貢献」

（B=.348，p<.001，オッズ比＝1.416）、「生徒重視文化」

（B=.272，p=.045，オッズ比＝1.312）、「男性」（B=.327，

p=.099，オッズ比＝1.387）が正に有意な効果を、「教

員経験年数」（B=-.016，p=.065，オッズ比＝0.984）、

「1 週間のうちの授業時間」（B=-.021，p=.062，オッ

ズ比＝0.979）、「生徒の課題の採点や添削」（B=-.049，

p=.052，オッズ比＝0.952）、「保護者との連絡や連携」

（B=-.102，p=.074，オッズ比＝0.903）、「生徒ストレ

ス」（B=-.300，p=.027，オッズ比＝0.741）、「教職が第

一志望でない」（B=-.644，p=.003，オッズ比＝0.525）

が負に有意な効果を示した。この結果から、「すべて

不満足群」ではなく「職務満足・待遇不満足群」とな

る教員には、生徒に対する教育相談の時間が長い教

員、教職選択の動機として社会貢献の意識が高かっ

た教員、同僚間に生徒のために仕事をするという文

化があると強く認識している教員、男性の教員が多

いことが示唆される。反対に、経験年数が長いベテラ

ンの教員、1 週間のうちの授業時間や生徒の課題の採

点や添削、保護者との連絡や連携の時間が長い教員、

生徒ストレスを強く感じている教員、教職が第一志

望でなかった教員は少ないことが示唆される。

「すべて不満足群」ではなく、「すべて満足・給与

増額要求群」となる確率に対し、「安定性・確実性」

（B=.205，p=.068，オッズ比＝1.228）、「社会貢献」

（B=.362，p=.001，オッズ比＝1.436）、「教員間協力文

化」（B=.396，p=.010，オッズ比＝1.485）、「生徒重視

文化」（B=.326，p=.031，オッズ比＝1.386）、「残業時

間が過労死ラインでない」（B=.660，p=.006，オッズ

比＝1.935）が正に有意な効果を、「課外活動の指導」

（B=-.032，p=.028,オッズ比＝0.968）、「生徒ストレス」

（B=-.658，p<.001，オッズ比＝0.518）、「授業ストレ

ス」（B=-.341，p=.025，オッズ比＝0.711）、「教職が第

一志望でない」（B=-1.125，p<.001，オッズ比＝0.325）、

「国公立」（B=-.720，p=.033，オッズ比＝0.487）が負

に有意な効果を示した。この結果、「すべて不満足群」

ではなく「すべて満足・給与増額要求群」となる教員

には、教職選択の動機として安定性・確実性や社会貢

献を重視した教員、同僚間に協力的な文化や生徒の

ために仕事をするという文化があると強く認識して

いる教員、残業時間が過労死ラインを超えていない

教員が多いことが示唆される。反対に、課外活動の指

導の時間が長い教員、生徒ストレスや授業ストレス

を強く感じている教員、教職が第一志望でなかった

教員、国公立の学校に勤務する教員には少ないこと

が示唆される。
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連絡や連携の時間が長い教員、生徒ストレスや授業

ストレスを強く感じている教員、教職が第一志望で

なかった教員は少ないことが示唆される。

「すべて不満足群」ではなく、「給与のみ満足群」

となる確率に対し、「社会貢献」（B=.431，p<.001，オ

ッズ比＝1.539）、「教員間協力文化」（B=.319，p=.005，

オッズ比＝1.376）が正に有意な効果を、「課外活動の

指導」（B=-.024，p=.024，オッズ比＝0.977）、「安定性・

確実性」（B=-.276，p<.001，オッズ比＝0.759）、「生徒

ストレス」（B=-.250，p=.030，オッズ比＝0.779）、「授

業ストレス」（B=-.332，p=.003，オッズ比＝0.717）、

「男性」（B=-.493，p=.002，オッズ比＝0.611）、「教職

が第一志望でない」（B=-.359，p=.036，オッズ比＝

0.699）、「国公立」（B=-.575，p=.048，オッズ比＝0.563）

が負に有意な効果を示した。この結果から、「すべて

不満足群」ではなく「給与のみ満足群」となる教員に

は、教職選択の動機として社会貢献の意識が高かっ

た教員、同僚間に協力的な文化があると強く認識し

ている教員が多いことが示唆される。反対に、課外活

動の指導の時間が長い教員、教職選択の動機として

安定性・確実性を重視した教員、生徒ストレスや授業

ストレスを強く感じている教員、男性の教員、教職が

第一志望でなかった教員、国公立の学校に勤務する

教員には少ないことが示唆される。

「すべて不満足群」ではなく、「職務満足・待遇不

満足群」となる確率に対し、「生徒に対する教育相談」

（B=059，p=.046，オッズ比＝1.061）、「社会貢献」

（B=.348，p<.001，オッズ比＝1.416）、「生徒重視文化」

（B=.272，p=.045，オッズ比＝1.312）、「男性」（B=.327，

p=.099，オッズ比＝1.387）が正に有意な効果を、「教

員経験年数」（B=-.016，p=.065，オッズ比＝0.984）、

「1 週間のうちの授業時間」（B=-.021，p=.062，オッ

ズ比＝0.979）、「生徒の課題の採点や添削」（B=-.049，

p=.052，オッズ比＝0.952）、「保護者との連絡や連携」

（B=-.102，p=.074，オッズ比＝0.903）、「生徒ストレ

ス」（B=-.300，p=.027，オッズ比＝0.741）、「教職が第

一志望でない」（B=-.644，p=.003，オッズ比＝0.525）

が負に有意な効果を示した。この結果から、「すべて

不満足群」ではなく「職務満足・待遇不満足群」とな

る教員には、生徒に対する教育相談の時間が長い教

員、教職選択の動機として社会貢献の意識が高かっ

た教員、同僚間に生徒のために仕事をするという文

化があると強く認識している教員、男性の教員が多

いことが示唆される。反対に、経験年数が長いベテラ

ンの教員、1 週間のうちの授業時間や生徒の課題の採

点や添削、保護者との連絡や連携の時間が長い教員、

生徒ストレスを強く感じている教員、教職が第一志

望でなかった教員は少ないことが示唆される。

「すべて不満足群」ではなく、「すべて満足・給与

増額要求群」となる確率に対し、「安定性・確実性」

（B=.205，p=.068，オッズ比＝1.228）、「社会貢献」

（B=.362，p=.001，オッズ比＝1.436）、「教員間協力文

化」（B=.396，p=.010，オッズ比＝1.485）、「生徒重視

文化」（B=.326，p=.031，オッズ比＝1.386）、「残業時

間が過労死ラインでない」（B=.660，p=.006，オッズ

比＝1.935）が正に有意な効果を、「課外活動の指導」

（B=-.032，p=.028,オッズ比＝0.968）、「生徒ストレス」

（B=-.658，p<.001，オッズ比＝0.518）、「授業ストレ

ス」（B=-.341，p=.025，オッズ比＝0.711）、「教職が第

一志望でない」（B=-1.125，p<.001，オッズ比＝0.325）、

「国公立」（B=-.720，p=.033，オッズ比＝0.487）が負

に有意な効果を示した。この結果、「すべて不満足群」

ではなく「すべて満足・給与増額要求群」となる教員

には、教職選択の動機として安定性・確実性や社会貢

献を重視した教員、同僚間に協力的な文化や生徒の

ために仕事をするという文化があると強く認識して

いる教員、残業時間が過労死ラインを超えていない

教員が多いことが示唆される。反対に、課外活動の指

導の時間が長い教員、生徒ストレスや授業ストレス

を強く感じている教員、教職が第一志望でなかった

教員、国公立の学校に勤務する教員には少ないこと

が示唆される。

表表
11
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（（3）） 小小括括

以上では、まずクラスター分析を通じて各満足度

や給与増額要求に関する多様な教員類型の存在を示

すことができた。クラスター分析の結果からは、小・

中学校教員のそれぞれに 6 つの教員類型が明らかと

なった。職務・給与・雇用条件のすべてに満足してい

る教員が小・中学校教員それぞれにおいて 3 割程度

存在することや、職務には満足しているが待遇には

不満である類型や給与のみに満足している類型、反

対に給与のみ不満足である類型など非常に多様な類

型の存在を明らかにすることができた。このように

教員の労働問題が指摘されている中でも、教員の職

務・待遇に関する実感は極端に不満足や満足に偏っ

ているものではないことが示された。

次の多項ロジスティック回帰分析では、教員類型

の規定要因の分析を行った。小学校教員、中学校教員

のそれぞれに特徴的であった結果を簡単に述べると

すると、小学校教員については業務別の労働時間に

規定される部分は少なかったといえる。中学校教員

については業務別労働時間に規定される部分が多く

なり、1 週間のうちの授業時間や部活動等の課外活動

の時間が、「すべて不満足」群ではなく、何かしらの

項目に満足している他の教員類型となる確率を下げ

ており、中学校教員の授業や部活動等の指導の時間

の負担が大きいことがうかがえる。

小・中学校教員の両者に共通して有意であり、特に

特徴的であった項目としては、児童（生徒）や授業に

関するストレスはもちろんのこと、教職が第一志望

でなかったことが、「すべて不満足群」ではなく、何

かしらの要素に満足を感じている他の教員類型にな

る確率を下げていることが明らかとなった。この点

については、教職が第一志望でなかったことのオッ

ズ比が、職務ストレス 2 項目の値よりも小さく、職

務ストレスよりも教職が第一志望でなかったことの

方が、教員類型を規定する影響力が大きいことが指

摘できる。また、教員間に協力的な文化があると強く

認識していることは、「すべて不満足群」以外の教員

類型になる確率を高めていること、教職選択時の動

機である「社会貢献」についても同様に、「すべて不

満足群」以外の類型になる確率を高める場合が多い

ことが明らかになった。残業時間が過労死ラインを

超過していないことについても、「すべて満足群」や

「すべて満足・給与増額要求群」になる確率を高める

ことも明らかになっているが、分析を通じて、この

「過労死ラインダミー」や業務別労働時間といった

労働時間に関する項目を統制した上でも、教職の志

望度合いや教職選択の動機、同僚に対する認識が教

員類型を規定することが明らかになった。

以上のように、各満足度や給与増額要求に関する

教員類型は、業務別の勤務時間に規定される部分は

少なく、教員が抱えるストレスや指導実践の状況、性

別や教職志望度合いといった個人的側面や勤務校や

同僚に対する認識が、教員類型の規定要因となって

いることが指摘できる。その中でも特に、教職の志望

度合いや動機、同僚に対する認識は影響力が大きい

ことが示されており、これまでの各満足度や給与増

額要求の個別の規定要因と同様に、教員類型の規定

要因についても、個人もしくは現時点では変更不可

能な要因が強く影響していることが明らかとなった。

4. 結結論論：：過過去去ににおおけけるる教教職職のの志志望望度度合合いいやや動動機機にに

規規定定さされれるるとといいうう複複雑雑なな構構造造ををももつつ教教員員のの職職

務務・・待待遇遇満満足足度度とと教教員員のの働働きき方方改改革革

結論の前に改めて本研究の課題を確認すると、

TALIS2018 を用いた多変量解析を行い、教員の職務

満足度、給与満足度、雇用条件満足度の規定要因を、

教職の志望度合いや動機をも含む広範な職務意識・

環境との関係から検討することであった。

以上の分析を踏まえ、この研究課題に対して総括

すると、教員の職務・待遇満足度の規定要因をめぐっ

ては、労働時間やストレスなどの現時点の働き方に

関する項目のみならず、教職の志望度合いや動機と

いった教員として採用される以前の事柄や同僚に対

する認識までもが影響するという複雑な構造がある

ことを本研究は明らかにした。働き方改革は、その言

葉からも連想されるように、現状の働き方の改善を

通じて、その達成を目指そうとされる。教員の働き方

改革の場合においても同様であり、2019 年の働き方

改革答申を基として、国や地方自治体は勤務時間管
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満足度、給与満足度、雇用条件満足度の規定要因を、

教職の志望度合いや動機をも含む広範な職務意識・

環境との関係から検討することであった。

以上の分析を踏まえ、この研究課題に対して総括

すると、教員の職務・待遇満足度の規定要因をめぐっ

ては、労働時間やストレスなどの現時点の働き方に

関する項目のみならず、教職の志望度合いや動機と

いった教員として採用される以前の事柄や同僚に対

する認識までもが影響するという複雑な構造がある

ことを本研究は明らかにした。働き方改革は、その言

葉からも連想されるように、現状の働き方の改善を

通じて、その達成を目指そうとされる。教員の働き方

改革の場合においても同様であり、2019 年の働き方

改革答申を基として、国や地方自治体は勤務時間管

理の厳格化や外部人材の登用等を通じて、教員の労

働時間縮減を目指し、働き方改革を進めている。しか

しながら、以上のように現状の働き方のみならず、教

員として採用される以前の事柄までもが教員の職

務・待遇満足度に影響し、かつその影響度が大きいこ

とを踏まえると、労働時間の縮減を主目的としてい

る現行の働き方改革政策は場当たり的な施策であり、

本研究で示したような教員の職務・待遇満足度の複

雑な構造にアプローチするものではないことが窺え

る。

教員の働き方改革を通じて目指すものは、教員が

職務・待遇の双方に満足して職務に取り組むことが

できることであり、それをクラスター分析で明らか

にした教員類型に当てはめるのならば、「すべて満足

群」の教員である。そのような教員を増やすために

は、多項ロジスティック回帰分析の結果におけるオ

ッズ比の値を踏まえると、教職を第一志望する者や

教職選択の動機として社会貢献を強く意識する者を

教員として確保・採用する必要があることが指摘で

きよう。このことは、他の教員類型と比較した場合に

「すべて不満足群」の教員に、教職が第一志望でなか

った者の割合が多いこととも整合的である。教職が

第一志望であったかというような教職の志望度合い

の経年変化を追った調査は管見の限り見当たらなか

ったため、文部科学省（文部省）による「公立学校教

員採用選考試験の実施状況について」を確認すると、

教員を目指す学生が多いことが報告されている（堀

越ら 2021，p.43；早坂 2018，p.12）、国立教員養成大

学・学部の卒業生が公立学校教員として採用された

割合は、年々低下の一途をたどっており（図 1）、教

職を第一志望として入職する教員が少なくなってい

ることが示唆される。このように大学入学以前から

教職を第一志望として目指す学生が教員とならなく

なった、というような教員集団の構造の変化も、教員

の働き方などの近年の教員の労働を巡る問題が表面

化した要因の 1 つとなっているのではなかろうか。

図図 1 公公立立学学校校教教員員採採用用選選考考試試験験ににおおけけるる学学歴歴別別採採用用率率のの推推移移

出典：文部科学省（文部省）「公立学校教員採用選考試験の実施状況について」（平成元年度〜令和 3 年度）より筆者作成
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本研究に基づくこのような指摘は、当然ながら長

時間労働の是正をはじめとする教員の労働環境改善

の必要性を否定するものではない。神林（2015）の通

り、課外活動の指導時間を中心に、以前と比較して教

員の労働時間が延びていることも事実であり（神林 

2015，p.30）、早急の改善が求められる。しかしなが

ら、本研究における各満足度の規定要因や「すべて満

足群」などの教員類型の規定要因として、教職の志望

度合いや教職選択の動機がもつ影響力の大きさを鑑

みれば、現職教員に対する働き方の改革のみならず、

以上のような教員養成や採用といった場面について

も政策の射程に収める必要性が指摘できる。

この点に関して、愛知教育大学を含む国立教員養

成 4 大学による現役教員を対象とした調査結果によ

ると、小学校教員で約 7 割、中学校教員で約 6 割が

大学入学の前に教員になりたいと思い始めたと回答

している（HATO プロジェクト・教員の魅力プロジェ

クト 2016，p.14）。また教員を目指した動機として、

「あこがれる先生がいたから」と回答した小・中学校

教員はそれぞれ約 4 割程度いた（HATO プロジェク

ト・教員の魅力プロジェクト 2016，p.14）。このこと

から、教職を選択する者は、大学入学までの学校生活

で関わった教員からの影響を受けていることがうか

がえる。この点を鑑みると、将来において教職を第一

志望とする優秀な学生を教員として養成・採用する

ためには、大学やその教職課程における取り組みで

はなく、児童・生徒に憧れられるような優秀な教員の

存在が小学校から高等学校までの段階における学校

現場に必要であると考えられる。これまで教員養成

を巡る政策では、大学における教職課程に現職教員

を配置する方策が取られており、2022 年末に出され

た中央教育審議会答申においても、教職経験を有す

る実務家教員が学生の教職に対する意欲を高めるこ

とを明確に期待しているが(1)（中央教育審議会 2022，

p.48）、これも場当たり的な対応と言わざるを得ない。

魅力のある優秀な教員が学校現場にいることが次世

代の教員を生み出す、という根本原理を認識した上

で、学校現場の現職教員が持てる力を発揮できるよ

うな働き方改革を推進しながら、優秀な学生を教員

として養成・採用することについての長期的視野に

立脚した取り組みが合わせて求められるといえよう。

最後に強調したいのは、働き方改革という言葉を

表面的に捉えた現時点の働き方の改善を中心とした

取り組みは、教員や教職において不十分であり、現役

教員の「働き方改革」に加えて、長期的視点に立った

将来の優秀な教員の「養成・採用」という部分も含め

て、それらを両輪として政策を進めなければ、教員の

働き方や労働をめぐる問題の本質的解決は成し得な

いということである。

以上のように、教員の職務・待遇満足度をめぐって

は教職志望の度合いや動機に大きく規定されるとい

う複雑な構造が存在すること、また、この構造に適切

にアプローチし問題の本質的解決を目指すためには、

根本的には現職教員の教育力までもが求められ、そ

の教員の力を発揮できるようにするための「働き方

改革」と将来の優秀な教員の「養成・採用」を両輪と

して取り組む必要があることを明らかにしたことは

本研究のオリジナリティといえる。このような結論

は、第一に教職やその労働を明らかにする視点とし

て教員の職務・待遇満足度を分析の対象とした課題

設定、第二に職務満足度と給与や雇用条件に関する

待遇満足度を一体的に検討対象とし、森田・山本

（2015）、森田・山本（2016）、高原（2014）、三浦（2012）

といった先行研究とは異なり独立変数として教職選

択の動機や志望など現状の働き方に留まらない広範

な事柄を含めて分析を行うとした分析視角、第三に

TALIS2018 という本研究の課題と分析視角にそった

分析と検討が可能な分析資料、といった 3 点の本研

究の課題と方法によってこそ得られたものである。

＜注＞

（1）2022 年 12 月 19 日に出された中央教育審議会

答申「『令和の日本型学校教育』を担う教師の養

成・採用・研修等の在り方について～『新たな

教師の学びの姿』の実現と、多様な専門性を有

する質の高い教職員集団の形成～」では、教職

経験を有する実務家教員に求める役割として

「教育委員会等と緊密に連携しながら、進化す

る学校現場における優れた実践や働き方をは

じめとした変化しつつある学校現場の状況を
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員の労働時間が延びていることも事実であり（神林 

2015，p.30）、早急の改善が求められる。しかしなが

ら、本研究における各満足度の規定要因や「すべて満

足群」などの教員類型の規定要因として、教職の志望

度合いや教職選択の動機がもつ影響力の大きさを鑑

みれば、現職教員に対する働き方の改革のみならず、

以上のような教員養成や採用といった場面について

も政策の射程に収める必要性が指摘できる。

この点に関して、愛知教育大学を含む国立教員養

成 4 大学による現役教員を対象とした調査結果によ

ると、小学校教員で約 7 割、中学校教員で約 6 割が

大学入学の前に教員になりたいと思い始めたと回答

している（HATO プロジェクト・教員の魅力プロジェ

クト 2016，p.14）。また教員を目指した動機として、

「あこがれる先生がいたから」と回答した小・中学校

教員はそれぞれ約 4 割程度いた（HATO プロジェク

ト・教員の魅力プロジェクト 2016，p.14）。このこと

から、教職を選択する者は、大学入学までの学校生活

で関わった教員からの影響を受けていることがうか

がえる。この点を鑑みると、将来において教職を第一

志望とする優秀な学生を教員として養成・採用する

ためには、大学やその教職課程における取り組みで

はなく、児童・生徒に憧れられるような優秀な教員の

存在が小学校から高等学校までの段階における学校

現場に必要であると考えられる。これまで教員養成

を巡る政策では、大学における教職課程に現職教員

を配置する方策が取られており、2022 年末に出され

た中央教育審議会答申においても、教職経験を有す

る実務家教員が学生の教職に対する意欲を高めるこ

とを明確に期待しているが(1)（中央教育審議会 2022，

p.48）、これも場当たり的な対応と言わざるを得ない。

魅力のある優秀な教員が学校現場にいることが次世

代の教員を生み出す、という根本原理を認識した上

で、学校現場の現職教員が持てる力を発揮できるよ

うな働き方改革を推進しながら、優秀な学生を教員

として養成・採用することについての長期的視野に

立脚した取り組みが合わせて求められるといえよう。

最後に強調したいのは、働き方改革という言葉を

表面的に捉えた現時点の働き方の改善を中心とした

取り組みは、教員や教職において不十分であり、現役

教員の「働き方改革」に加えて、長期的視点に立った

将来の優秀な教員の「養成・採用」という部分も含め

て、それらを両輪として政策を進めなければ、教員の

働き方や労働をめぐる問題の本質的解決は成し得な

いということである。

以上のように、教員の職務・待遇満足度をめぐって

は教職志望の度合いや動機に大きく規定されるとい

う複雑な構造が存在すること、また、この構造に適切

にアプローチし問題の本質的解決を目指すためには、

根本的には現職教員の教育力までもが求められ、そ

の教員の力を発揮できるようにするための「働き方

改革」と将来の優秀な教員の「養成・採用」を両輪と

して取り組む必要があることを明らかにしたことは

本研究のオリジナリティといえる。このような結論

は、第一に教職やその労働を明らかにする視点とし

て教員の職務・待遇満足度を分析の対象とした課題

設定、第二に職務満足度と給与や雇用条件に関する

待遇満足度を一体的に検討対象とし、森田・山本

（2015）、森田・山本（2016）、高原（2014）、三浦（2012）

といった先行研究とは異なり独立変数として教職選

択の動機や志望など現状の働き方に留まらない広範

な事柄を含めて分析を行うとした分析視角、第三に

TALIS2018 という本研究の課題と分析視角にそった

分析と検討が可能な分析資料、といった 3 点の本研

究の課題と方法によってこそ得られたものである。

＜注＞

（1）2022 年 12 月 19 日に出された中央教育審議会

答申「『令和の日本型学校教育』を担う教師の養

成・採用・研修等の在り方について～『新たな

教師の学びの姿』の実現と、多様な専門性を有

する質の高い教職員集団の形成～」では、教職

経験を有する実務家教員に求める役割として

「教育委員会等と緊密に連携しながら、進化す

る学校現場における優れた実践や働き方をは

じめとした変化しつつある学校現場の状況を

学生に伝えること等により学生の教職への意

欲を高めていくこと･･･（中略）･･･が期待され

るもの」（中央教育審議会 2022，p.48）と指摘

している。
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